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(百万円未満切捨て)

１．2022年11月期第２四半期の業績（2021年12月１日～2022年５月31日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年11月期第２四半期 625 310.2 102 － 102 － 70 －

2021年11月期第２四半期 152 － △146 － △152 － △104 －
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年11月期第２四半期 24.64 －

2021年11月期第２四半期 △37.57 －
　

（注）１．当社は2020年11月期第２四半期につきましては、四半期財務諸表を作成していないため、2021年11月期第２
四半期の対前年同四半期増減率については記載しておりません。

２．2021年11月期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの、
１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

３．2022年11月期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年11月期第２四半期 1,473 1,190 80.8

2021年11月期 1,330 1,120 84.2

(参考) 自己資本 2022年11月期第２四半期 1,190百万円 2021年11月期 1,120百万円
　　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年11月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2022年11月期 － 0.00

2022年11月期(予想) － 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　　　

３．2022年11月期の業績予想（2021年12月１日～2022年11月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,159 48.9 158 267.5 158 336.6 107 373.7 37.70

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　
　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年11月期２Ｑ 2,863,500株 2021年11月期 2,863,500株

② 期末自己株式数 2022年11月期２Ｑ －株 2021年11月期 －株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年11月期２Ｑ 2,863,500株 2021年11月期２Ｑ 2,793,610株
　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が本資料発表日現在入手している情報及び合理
的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。ま
た、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（決算説明会について）
当社は、決算説明動画（録画形式）を当社ウェブサイト（https://www.ondeck.jp/ir）にて公開を行う予定です。
2022年11月期第２四半期の決算説明動画（録画形式）は2022年７月26日（火）15時に公開を予定しております。

　　



株式会社オンデック(7360) 2022年11月期 第２四半期決算短信

1

○添付資料の目次

１．当四半期決算に関する定性的情報 ……………………………………………………………………２

（１）経営成績に関する説明 ………………………………………………………………………………２

（２）財政状態に関する説明 ………………………………………………………………………………２

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明 ………………………………………………………３

２．四半期財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………４

（１）四半期貸借対照表 ……………………………………………………………………………………４

（２）四半期損益計算書 ……………………………………………………………………………………５

（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………６

（４）四半期財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………７

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………７

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………７

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） ………………………………………………７

（会計方針の変更） ……………………………………………………………………………………７

　



株式会社オンデック(7360) 2022年11月期 第２四半期決算短信

2

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種の普及に伴い、経済活動

の正常化への期待が高まる一方で、ロシアによるウクライナ侵攻、資源価格の高騰などが重なり、依然として先行き

不透明な状況が続いております。

当社が営むＭ＆Ａアドバイザリー事業は、中小企業・小規模事業者の経営者の高齢化を背景とした後継者問題の深

刻化や業界再編の手法としてのＭ＆Ａが有力な選択肢として認知が進んでいることで、Ｍ＆Ａのニーズは高まってお

り、引き続き市場は堅調に拡大していくものと考えております。一方、市場の拡大に伴い、市場に対してモラルや品

質の向上を求める声が高まっております。中小企業庁による「中小Ｍ＆Ａ推進計画」の策定やＭ＆Ａ支援機関に係る

登録制度の創設など行政による事業承継推進施策に加えて、自主規制団体である「一般社団法人Ｍ＆Ａ仲介協会」の

設立など、官民が相互に連携した取組を推進することで、健全に市場が発展していくものと考えております。

このような事業環境下で、当社は公的機関や金融機関、各種専門家等の多様な業務提携先とのネットワークの更な

る拡大、強化を図るとともに、これらの業務提携先と連携してＷｅｂセミナーなどのマーケティング施策を実施する

ことでＭ＆Ａニーズの取り込みに努めるなど、営業活動を積極的に進めております。

結果として、当第２四半期累計期間における成約件数は９件（前期５件）となり、売上高は625,381千円（前期比

310.2％増）となりました。売上の増加を受けて損益は改善し、営業利益は102,601千円（前期は146,011千円の営業損

失）、経常利益は102,692千円（前期は152,415千円の経常損失）、四半期純利益は70,559千円（前期は104,969千円の

四半期純損失）となっております。

なお、当社は、Ｍ＆Ａアドバイザリー事業の単一セグメントであるため、セグメントに関する記載は省略しており

ます。

（２）財政状態に関する説明

当社の当第２四半期会計期間末の財政状態の状況は次のとおりです。

①資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

流動資産は、前事業年度末と比較して146,190千円増加し、1,375,920千円となりました。これは、主として現金及

び預金が122,225千円増加したことや売掛金が34,040千円増加したことによります。

固定資産は、前事業年度末と比較して3,013千円減少し、97,424千円となりました。これは、主として従業員に対す

る長期貸付金の減少により投資その他の資産が3,259千円減少したことによります。

この結果、当第２四半期会計期間末の総資産は前事業年度末と比較して143,177千円増加し、1,473,344千円となり

ました。

（負債の部）

流動負債は、前事業年度末と比較して86,870千円増加し、272,687千円となりました。これは、主として未払法人税

等が37,244千円増加したことや賞与引当金が58,718千円増加したことによります。

固定負債は、前事業年度末と比較して14,252千円減少し、10,042千円となりました。これは、主として長期借入金

が14,260千円減少したことによります。

この結果、当第２四半期会計期間末の負債合計は前事業年度末と比較して72,618千円増加し、282,730千円となりま

した。

（純資産の部）

純資産は、前事業年度末と比較して70,559千円増加し、1,190,613千円となりました。これは、利益剰余金が四半期

純利益の計上により70,559千円増加したことによります。

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は1,189,615千円であり、前事業年

度末と比べ122,225千円の増加となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、獲得した資金は144,642千円（前期は196,623千円の使用）となりました。これは、主として売上

債権の増加34,040千円や未払金の減少27,472千円があったものの、税引前四半期純利益の計上102,692千円や賞与引当

金の増加58,718千円、法人税等の還付23,094千円があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は5,269千円（前期は5,091千円の獲得）となりました。これは、主として有形固定

資産の取得による支出が8,370千円あったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、使用した資金は17,148千円（前期は521,133千円の獲得）となりました。これは、長期借入金の返

済による支出が17,148千円あったことによるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年１月14日に発表いたしました2022年11月期の業績予想につきましては、現時点において変更はありませ

ん。

なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期等を予測することは非常に困難な状況にありますが、当社は2022

年11月期においては、新型コロナウイルス感染症が収束することはないものの、Ｗｅｂ会議やデジタルマーケテ

ィングを積極的に活用することで、当社業績への影響は軽微なものにとどまるとの前提で業績予想を作成してお

り、現時点において当該前提について変更はありません。予見できない急激な流行拡大により経済活動全体が停

滞するなどの状況となった場合には、当社の業績に与える影響を慎重に見極め、業績予想の修正が必要となった

場合には速やかに開示する方針です。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年11月30日)

当第２四半期会計期間
(2022年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,067,389 1,189,615

売掛金 128,582 162,623

その他 33,756 23,681

流動資産合計 1,229,729 1,375,920

固定資産

有形固定資産 28,624 29,663

無形固定資産 2,877 2,083

投資その他の資産 68,936 65,677

固定資産合計 100,437 97,424

資産合計 1,330,166 1,473,344

負債の部

流動負債

１年内返済予定の長期借入金 34,296 31,408

未払金 114,870 82,777

未払費用 20,814 35,024

未払法人税等 － 37,244

資産除去債務 3,500 －

賞与引当金 － 58,718

その他 12,335 27,515

流動負債合計 185,816 272,687

固定負債

長期借入金 14,260 －

資産除去債務 10,034 10,042

固定負債合計 24,294 10,042

負債合計 210,111 282,730

純資産の部

株主資本

資本金 372,722 372,722

資本剰余金 280,722 280,722

利益剰余金 466,609 537,168

株主資本合計 1,120,054 1,190,613

純資産合計 1,120,054 1,190,613

負債純資産合計 1,330,166 1,473,344
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2020年12月１日
　至 2021年５月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年５月31日)

売上高 152,468 625,381

売上原価 124,513 297,750

売上総利益 27,954 327,630

販売費及び一般管理費 173,965 225,029

営業利益又は営業損失（△） △146,011 102,601

営業外収益

受取利息 197 101

還付加算金 2 100

営業外収益合計 200 201

営業外費用

支払利息 212 110

株式交付費 3,547 －

上場関連費用 2,378 －

その他 465 －

営業外費用合計 6,604 110

経常利益又は経常損失（△） △152,415 102,692

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △152,415 102,692

法人税等 △47,446 32,133

四半期純利益又は四半期純損失（△） △104,969 70,559
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2020年12月１日
　至 2021年５月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△152,415 102,692

減価償却費 2,555 3,503

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,315 58,718

受取利息 △197 △101

支払利息 212 110

売上債権の増減額（△は増加） 150,139 △34,040

未払金の増減額（△は減少） △122,610 △27,472

未払費用の増減額（△は減少） △5,069 14,209

未払消費税等の増減額（△は減少） △25,506 16,373

その他 △5,797 △12,079

小計 △155,374 121,913

利息の受取額 197 101

利息の支払額 △212 △110

法人税等の還付額 514 23,094

法人税等の支払額 △41,748 △355

営業活動によるキャッシュ・フロー △196,623 144,642

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,168 △8,370

資産除去債務の履行による支出 － △3,500

差入保証金の差入による支出 △4,606 －

差入保証金の回収による収入 － 3,126

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 10,866 3,474

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,091 △5,269

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △18,843 △17,148

株式の発行による収入 539,976 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 521,133 △17,148

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 329,601 122,225

現金及び現金同等物の期首残高 594,273 1,067,389

現金及び現金同等物の四半期末残高 923,874 1,189,615
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する

方法によっております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　この結果、当第２四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84条ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、当該会計基準の適用以前より計上していた収益の認識時点と相違がないため、利益剰余金期首残高

に与える影響はありません。

　 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあ

りません。

　


